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◆ 生活福祉資金貸付制度 

 

 

資金の目的 貸付上限額の目安 
返済期間 

（据置期間経過後） 

生業を営むために必要な経費 4,６00,000 円 ２０年以内 

技能習得に必要な経費およびその期間中の生計を維

持するために必要な経費 

 

技能を習得する期間が 

６月程度 1,300,000 円 

１年程度 2,200,000 円 

２年程度 4,000,000 円 

３年以内 5,800,000 円 

８年以内 

住宅の増改築，補修等および公営住宅の譲り受けに

必要な経費 
2,500,000 円 ７年以内 

福祉用具等の購入に必要な経費 1,700,000 円 ８年以内 

障害者用自動車の購入に必要な経費 2,500,000 円 ８年以内 

中国残留邦人等にかかる国民年金保険料の追納に必

要な経費 
5,136,000 円 １０年以内 

負傷または疾病の療養に必要な経費（健康保険の例

による医療費の自己負担額のほか，移送経費等，療

養に付随して要する経費を含む。）およびその療養

期間中の生計を維持するために必要な経費 

・療養期間が１年を超えないときは 

   1,700,000 円 

・１年を超え１年 6 か月以内であって，

世帯の自立に必要なときは 

   2,300,000 円 

５年以内 

介護サービス，障害者サービス等を受けるのに必要

な経費（介護保険料を含む）およびその期間中の生

計を維持するために必要な経費 

・介護サービスを受ける期間が１年を超

えないときは 

  1,700,000 円 

・１年を超え１年６か月以内であって，

世帯の自立に必要なときは 

   2,300,000 円 

５年以内 

災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 1,500,000 円 ７年以内 

冠婚葬祭に必要な経費 500,000 円 ３年以内 

住居の移転等，給排水設備等の設置に必要な経費 500,000 円 ３年以内 

就職，技能習得等の支度に必要な経費 ５00,000 円 ３年以内 

その他日常生活上一時的に必要な経費 500,000 円 ３年以内 

・据置期間は６ヶ月以内となっています。 

・貸付利率 連帯保証人を立てる場合は無利子 

      連帯保証人を立てない場合は年 1.5％ 

・民生委員の相談支援が前提です。 

・他の公的な貸付制度を利用可能な場合は，他制度優先となります。 

・発注，購入および支払済の経費は貸付対象外です。 

・それぞれの資金に貸付要件がありますので，詳細は下記窓口までお問い合わせください。 

 

       函館市社会福祉協議会 (☎ 23 – 2226  FAX 23 - 2224) 窓口 
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６ 健康と医療について 

 

◆ 自立支援医療の給付 

 

更更 生生 医医 療療  

  身体障害者手帳をお持ちの１８歳以上の方で，その障がいを除去，軽減する手術等の治療によって
確実に効果が期待できるものに対して提供される，更生のために必要な自立支援医療費の支給を行う
ものです。 
障がいの内容に応じて，次のような医療給付を受けることができます。 

    ＜例＞ 
肢体不自由 ･･････････ 人工関節置換術，関節形成術等 
じん臓機能障害 ･･････ 人工透析療法，腎移植術，腎移植後抗免疫療法等 
 

＜申 請＞ 次のものが必要です。 
更生医療を受けるためには，事前の申請が必要となり，支給決定まで一定の期間を要し

ますので，お早めにご相談ください。 
① 申請書 
② 医師の意見書（医療を受けようとする更生医療指定医療機関の医師が記入したもの。） 
③ 身体障害者手帳（手帳をお持ちでない方は同時申請することができます。） 
④ 世帯全員分の健康保険証等（次の受給者証等をお持ちの方は，合わせて必要となります。） 

・特定疾病療養受療証 ・重度心身障害者医療費受給者証  
⑤ 収入の確認できる書類（市町村民税非課税の場合） 

⑥ マイナンバーカード，または，番号通知カードと身分証明書（写真付きの場合 1 点，写真無

しの場合 2 点）代理人の場合は，本人のマイナンバーカード，または，番号通知カードと代

理人の身分証明書（写真付きの場合 1 点，写真無しの場合 2 点） 

※マイナンバーの確認により，提出を省略することができる書類があります。また，この他，申請

される方の申請内容や世帯の状況などにより，追加で必要な書類のご提出をお願いすることがあり

ます。 
 

＜利用者負担＞ 

  市町村民税の課税額等に応じて１か月あたりの自己負担上限額が決められています。（医療費の

１割を超えて負担することはありません。） 

    また，食事療養標準負担額，生活療養標準負担額等は自己負担になります。 

 
障がい保健福祉課 (☎ 21 – 3187  FAX 27 - 2770) 
亀田福祉課    (☎ 45 – 5482  FAX 45 - 5486) 
各支所 

 
 

育育 成成 医医 療療  

１８歳未満で肢体，視覚，聴覚・平衡機能，音声・言語・そしゃく機能，内臓，免疫機能に障が
いがあり，手術等を必要とする児童の健全な育成を図るため，生活の能力を得るために必要な医療
に要した費用の一部を公費負担し，ご家族の負担軽減を図ることを目的とした制度です。申請方法
等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 
 

母子保健課 (☎ 32 – 1533   FAX 32 – 1506) 
 

窓口 

窓口 
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精精 神神 通通 院院 医医 療療 

 

精神疾患のある方が，指定を受けた病院，薬局等で該当する医療を受ける場合に，その医療に必要 
な費用の一部が公費負担となります。 
申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 
        障がい保健福祉課 (☎ 21 – 3077   FAX 27 – 2770) 
       亀田福祉課    (☎ 45 – 5482  FAX 45 - 5486) 

戸井，恵山，椴法華，南茅部の各支所 

 

◆ 指定難病患者に対する医療費の助成 

発病の機構が明らかでなく，かつ，治療方法が確立していない希少な疾病にり患し，長期にわた
り療養を必要とする指定難病患者に対し，負担軽減を図ることを目的として，治療に要した費用の
一部を公費負担しています。 
指定難病の疾病名や申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 
＜対 象 者＞ 国または北海道が指定する難病にり患している方で，道の指定難病審査会におい

て認定され，医療受給者証の交付を受けた方 
   

保健予防課 (☎ 32 – 1547  FAX 32 – 1526) 
 

 
 

◆ 小児慢性特定疾病医療の給付 

 慢性的な疾病により，長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な育成を図るため，治療に要し

た費用の一部を公費負担し，ご家族の負担軽減を図ることを目的とした制度です。 

 疾病により適用に制限・条件があります。また，制度が利用できるのは指定小児慢性特定疾病医

療機関となります。申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 

 ＜対象疾病群＞ 悪性新生物，慢性腎疾患，慢性呼吸器疾患，慢性心疾患，内分泌疾患，膠原病， 

        糖尿病，先天性代謝異常，血液疾患，免疫疾患，神経・筋疾患，慢性消化器疾患， 

        染色体または遺伝子に変化を伴う症候群，皮膚疾患，骨系統疾患，脈管系疾患 

 ＜対 象 年 齢＞ １８歳未満 

※ すでに給付を受けており，１８歳になった後も引き続き治療が必要であると認め

られる方は，最長２０歳まで給付の対象となります。 

 

       母子保健課 (☎ 32 – 1533  FAX 32 – 1506) 

 

  

◆ 小児慢性特定疾病児童等への相談支援 

  小児慢性特定疾病児童およびご家族に対し，専任の自立支援員が各種の相談に応じ，必要な情報提
供などを行います。 

 
           母子保健課 (☎ 32 – 1533  FAX 32 – 1506) 
           障害者生活支援センター「ぱすてる」 (☎ 34 – 2611  FAX 34 – 2612) 
 
 
 

窓口 

窓口 

窓口 

窓口 
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◆ 重度心身障害者（児）医療費の助成 

 

＜対 象 者＞ 身体障害者手帳の等級が１～３級に該当する方，知的障がいのある方 
で知能指数が５０以下（重度・中度）の方，および精神障害者保健福祉 
手帳の等級が 1 級の方です。ただし，所得による制限があります。 

              ※６５歳以上で後期高齢者医療制度に加入しないときは受給資格がなくなります。 

＜助 成 範 囲＞ 健康保険証を使って病院等で診察を受けた場合や，薬剤の支給を受けた場合などに
支払うことになっている保険の自己負担分です。 
（精神障がい１級の方の入院は対象外となります。） 
 ただし，下記の自己負担額および食事療養標準負担額，生活療養標準負担額，訪問
看護療養費の基本利用料等は助成の対象外となります。 

＜自己負担額＞ ① 市町村民税非課税世帯に属する受給者 
            初診時に一部負担金（医科５８０円，歯科５１０円，柔整等２７０円） 
            ただし，訪問看護は１割（※１） 
         ② 市町村民税課税世帯に属する受給者 
            かかった医療費の１割（※２） 

※１ 月額上限は非課税世帯８，０００円，課税世帯１８，０００円です。 

   ※２ １か月の自己負担合計額が，通院で１８，０００円または通院と入院で５７，６００円を
超えた場合や，同一世帯に同じ重度の受給者がいる場合でそれぞれの１か月の自己負担額を
合算して５７，６００円を超えた場合，市に申請すると超えた分の助成を受けられます。 

※２ 通院と入院で，過去１２か月に 3 回以上，自己負担額が上限額に達した場合は，4 回目
から「多数回」該当となり，上限額が４４，４００円に下がります。 

※２ 通院の自己負担額の年間（８月１日から翌年７月３１日まで）の上限額は， 
１４４，０００円となります。 

 ＜高額療養費の手続きについて＞  

保険診療に係る医療費が高額療養費の対象となったときは，各保険者に高額療養費を請求す
るため，被保険者の方に申請書をお送りし，押印をお願いすることがありますのでご協力くだ
さい。 
 また，被保険者の方に高額療養費が直接支払われたときは，市へ返納していただくことにな
りますので，ご了承ください。 

       障がい保健福祉課 (☎ 21 – 3187   FAX 27 – 2770) 
   亀田支所     (☎ 45 – 5582   FAX 45 – 1090) 
   湯川支所     (☎ 57 – 6163   FAX 59 – 4837) 
   各支所 

 

◆ ひとり親家庭等医療費の助成 

 母子家庭，父子家庭などのひとり親家庭の方が医療機関等で診療を受けたときの保険診療に係る医 

療費について助成しています。申請方法や助成内容等につきましては，下記窓口にお問い合わせくだ 

さい。 

 

＜対 象 者＞ ひとり親家庭や両親のいない家庭の２０歳未満の子とひとり親家庭の母または父 

母または父が重度の障がい(※)である児童とその母または父 

※重度の障がいとは障害基礎年金１級程度に該当し労働能力を失っている状態。 

        子育て支援課 (☎ 21 – 3181   FAX 27 – 6262)  
    亀田支所   (☎ 45 – 5582   FAX 45 – 1090) 
    湯川支所   (☎ 57 – 6163   FAX 59 – 4837)  
    各支所 

 

窓口 

窓口 

- 24-

健
康
・
医
療

６



- 24 - 

 

精精 神神 通通 院院 医医 療療 

 

精神疾患のある方が，指定を受けた病院，薬局等で該当する医療を受ける場合に，その医療に必要 
な費用の一部が公費負担となります。 
申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 
        障がい保健福祉課 (☎ 21 – 3077   FAX 27 – 2770) 
       亀田福祉課    (☎ 45 – 5482  FAX 45 - 5486) 

戸井，恵山，椴法華，南茅部の各支所 

 

◆ 指定難病患者に対する医療費の助成 

発病の機構が明らかでなく，かつ，治療方法が確立していない希少な疾病にり患し，長期にわた
り療養を必要とする指定難病患者に対し，負担軽減を図ることを目的として，治療に要した費用の
一部を公費負担しています。 
指定難病の疾病名や申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 
＜対 象 者＞ 国または北海道が指定する難病にり患している方で，道の指定難病審査会におい

て認定され，医療受給者証の交付を受けた方 
   

保健予防課 (☎ 32 – 1547  FAX 32 – 1526) 
 

 
 

◆ 小児慢性特定疾病医療の給付 

 慢性的な疾病により，長期にわたり療養を必要とする児童等の健全な育成を図るため，治療に要し

た費用の一部を公費負担し，ご家族の負担軽減を図ることを目的とした制度です。 

 疾病により適用に制限・条件があります。また，制度が利用できるのは指定小児慢性特定疾病医

療機関となります。申請方法等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 

 ＜対象疾病群＞ 悪性新生物，慢性腎疾患，慢性呼吸器疾患，慢性心疾患，内分泌疾患，膠原病， 

        糖尿病，先天性代謝異常，血液疾患，免疫疾患，神経・筋疾患，慢性消化器疾患， 

        染色体または遺伝子に変化を伴う症候群，皮膚疾患，骨系統疾患，脈管系疾患 

 ＜対 象 年 齢＞ １８歳未満 

※ すでに給付を受けており，１８歳になった後も引き続き治療が必要であると認め

られる方は，最長２０歳まで給付の対象となります。 
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◆ 小児慢性特定疾病児童等への相談支援 

  小児慢性特定疾病児童およびご家族に対し，専任の自立支援員が各種の相談に応じ，必要な情報提
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◆ 重度心身障害者（児）医療費の助成 

 

＜対 象 者＞ 身体障害者手帳の等級が１～３級に該当する方，知的障がいのある方 
で知能指数が５０以下（重度・中度）の方，および精神障害者保健福祉 
手帳の等級が 1 級の方です。ただし，所得による制限があります。 

              ※６５歳以上で後期高齢者医療制度に加入しないときは受給資格がなくなります。 

＜助 成 範 囲＞ 健康保険証を使って病院等で診察を受けた場合や，薬剤の支給を受けた場合などに
支払うことになっている保険の自己負担分です。 
（精神障がい１級の方の入院は対象外となります。） 
 ただし，下記の自己負担額および食事療養標準負担額，生活療養標準負担額，訪問
看護療養費の基本利用料等は助成の対象外となります。 

＜自己負担額＞ ① 市町村民税非課税世帯に属する受給者 
            初診時に一部負担金（医科５８０円，歯科５１０円，柔整等２７０円） 
            ただし，訪問看護は１割（※１） 
         ② 市町村民税課税世帯に属する受給者 
            かかった医療費の１割（※２） 

※１ 月額上限は非課税世帯８，０００円，課税世帯１８，０００円です。 

   ※２ １か月の自己負担合計額が，通院で１８，０００円または通院と入院で５７，６００円を
超えた場合や，同一世帯に同じ重度の受給者がいる場合でそれぞれの１か月の自己負担額を
合算して５７，６００円を超えた場合，市に申請すると超えた分の助成を受けられます。 

※２ 通院と入院で，過去１２か月に 3 回以上，自己負担額が上限額に達した場合は，4 回目
から「多数回」該当となり，上限額が４４，４００円に下がります。 

※２ 通院の自己負担額の年間（８月１日から翌年７月３１日まで）の上限額は， 
１４４，０００円となります。 

 ＜高額療養費の手続きについて＞  

保険診療に係る医療費が高額療養費の対象となったときは，各保険者に高額療養費を請求す
るため，被保険者の方に申請書をお送りし，押印をお願いすることがありますのでご協力くだ
さい。 
 また，被保険者の方に高額療養費が直接支払われたときは，市へ返納していただくことにな
りますので，ご了承ください。 

       障がい保健福祉課 (☎ 21 – 3187   FAX 27 – 2770) 
   亀田支所     (☎ 45 – 5582   FAX 45 – 1090) 
   湯川支所     (☎ 57 – 6163   FAX 59 – 4837) 
   各支所 

 

◆ ひとり親家庭等医療費の助成 

 母子家庭，父子家庭などのひとり親家庭の方が医療機関等で診療を受けたときの保険診療に係る医 

療費について助成しています。申請方法や助成内容等につきましては，下記窓口にお問い合わせくだ 

さい。 

 

＜対 象 者＞ ひとり親家庭や両親のいない家庭の２０歳未満の子とひとり親家庭の母または父 

母または父が重度の障がい(※)である児童とその母または父 

※重度の障がいとは障害基礎年金１級程度に該当し労働能力を失っている状態。 

        子育て支援課 (☎ 21 – 3181   FAX 27 – 6262)  
    亀田支所   (☎ 45 – 5582   FAX 45 – 1090) 
    湯川支所   (☎ 57 – 6163   FAX 59 – 4837)  
    各支所 

 

窓口 

窓口 
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◆ 後期高齢者医療制度 

       後期高齢者医療制度は，７５歳以上の方を対象とした医療制度ですが，一定の障がいがある方で，

申請し，北海道後期高齢者医療広域連合の認定を受けると，６５歳から加入することができます。申

請方法や保険料，給付内容等につきましては，下記窓口にお問い合わせください。 

 
＜対 象 者＞ 国民年金などの障害年金１，２級を受給している方や身体障害者手帳１～３級 

および４級の一部（音声・言語機能障害，下肢障害の一部），精神障害者保健 
福祉手帳１，２級，療育手帳 A（重度）判定をお持ちの方等です。 

 
       国保年金課   (☎ 21 – 3184   FAX 22 – 2800) 

   亀田支所   (☎ 45 – 5582   FAX 45 – 1090) 
   湯川支所   (☎ 57 – 6163   FAX 59 – 4837) 
   各支所 

 
 
 

窓口 
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７ 障害者総合支援法のサービスについて 
 

            

       

１ 障害者総合支援法のポイント  
 

 ○身体・知的・精神の三つの障がい福祉制度を一元化 

 ○障がいのある人がもっと「働ける社会」に 

 ○利用者本位のサービス体系に再編 

 ○支給決定の手続きや基準の透明化，明確化 

 ○サービス費用をみんなで支え合う（国と北海道の費用負担の義務化，利用者の応能負担） 

 ○障がい者の範囲に難病を加える。 
 

２ 障がい者総合支援法の給付・事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

【【介介護護給給付付】】  

○居宅介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ) 

○重度訪問介護  

○同行援護  

○行動援護 

○療養介護 

○生活介護 

○短期入所(ｼｮｰﾄｽﾃｲ) 

○重度障害者等包括支援 

○施設入所支援 

【【訓訓練練等等給給付付】】  

○自立訓練(機能訓練・生活訓練) 

○宿泊型自立訓練 

○就労移行支援 

○就労継続支援（A 型・B 型） 

○就労定着支援 

○自立生活援助 

○共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

  

  
障障
がが
いい
のの
ああ
るる
人人  

【【地地域域生生活活支支援援事事業業】】  

○相談支援 

○意思疎通支援 

○日常生活用具 

○移動支援 

○地域活動支援センター 

○福祉ホーム 

○日中一時支援 等 

障がい福祉サービス 

【【相相談談支支援援】】  

○基本相談支援 

○地域相談支援 

(地域移行支援・地域定着支援) 

○計画相談支援 

【【自自立立支支援援医医療療】】  

○更生医療 

○育成医療 

○精神通院医療 

【【補補装装具具】】  

補装具の購入や修理にかかる費

用が支給されます。 
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